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平成２９年１２月２５日判決言渡 

平成２９年（行ケ）第１０１２６号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年１０月２３日 

 

判      決 

 

原      告    株 式 会 社 ダ イ ハ チ 

 

       訴訟代理人弁理士    岡 本 武 也 

                   小 早 川  俊 一 郎 

   

       被    告     株 式 会 社 ベ ガ ス ベ ガ ス 

        

       訴訟代理人弁理士    佐 々 木    實 

 

主      文 

１ 特許庁が取消２０１６－３００１６９号事件について平成２９年５月

９日にした審決を取り消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 原告の求めた裁判 

 主文同旨 

 

第２ 事案の概要 

 本件は，商標登録の不使用取消審判請求を不成立とした審決の取消訴訟である。
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争点は，商標法５０条１項該当性（登録商標の使用の有無）である。 

 １ 本件商標 

 被告は，次の商標（以下「本件商標」という。）の商標権者である（甲１，２）。 

   「ベガス」 

  ① 登録番号 第５３３４０３０号 

  ② 出 願 日 平成２１年８月１８日 

  ③ 登 録 日 平成２２年７月２日 

  ④ 商品及び役務の区分並びに指定役務 

    第４１類「セミナーの企画・運営又は開催，運動施設の提供，娯楽施設の

提供，映画・演芸・演劇・音楽又は教育研修のための施設の提

供，遊戯用器具の貸与」 

２ 特許庁における手続の経緯 

 原告は，平成２８年３月９日，特許庁に対し，継続して３年以上日本国内におい

て商標権者，専用使用権者又は通常使用権者のいずれもが本件商標の指定役務中「娯

楽施設の提供」について本件商標の使用をしていないとして，商標法５０条１項に

基づき，本件商標の指定役務中「娯楽施設の提供」（以下「本件指定役務」という。）

に係る商標登録の取消しを求めて審判（以下「本件審判」という。）を請求した（取

消２０１６－３００１６９号）。 

 なお，本件審判の請求の登録は，平成２８年３月２３日になされたことから，本

件において本件商標の使用の有無を検討すべき期間は，平成２５年３月２３日から

同２８年３月２２日までである（以下，当該期間を「本件要証期間」という。）。 

特許庁は，平成２９年５月９日，本件審判の請求は成り立たない旨の審決をし，

その謄本は，同月１８日，原告に送達された。 

３ 審決の理由の要点（審決における証拠番号は本件訴訟における証拠番号に合

わせるものとする。） 

(1) 甲５８の折込チラシについて 
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ア 甲５８は，被告の２０１５年（平成２７年）７月２２日の発寒店の折込

チラシ（以下「本件折込チラシ１」という。）である。本件折込チラシ１の上部には，

「ベガス発寒店ファンのお客様へ」という見出しの下，「本日２２日（水）／店休さ

せていただきます。」という記載があり，その下には，「ベガスベガス発寒店 店長・

スタッフ一同」という記載がある。また，本件折込チラシ１の下部には，「ベガスベ

ガス」の文字のほか，「ＶＥＧＡＳ／ＶＥＧＡＳ」，「発寒店」，その住所及び連絡先

の記載がある。  

イ 本件折込チラシ１には，その表題として「ベガス発寒店ファンのお客様

へ」という記載がされているところ，この表題中の「ベガス発寒店」の文字につい

ては，店名を表示する商標として理解されるものというのが相当である。そして，

その構成中の「発寒店」の文字が，「発寒にある店舗」程の意味合いを表す部分であ

ることから，単に役務の提供地を表すものと認識されるものであって，自他役務識

別標識としての機能を果たし得ないものである。 他方，これを除く「ベガス」の文

字部分は，その店名の表示中において，自他役務の識別標識としての機能を果たし

得るものというのが相当である。そうすると，「ベガス」の文字部分は，取引者，需

要者において商標「ベガス発寒店」の要部として理解されるものである。  

また，本件折込チラシ１の表紙には，上記のとおり，「ベガス」が表示され，「本

日２２日（水）」と記載されている。そして，甲６８の「折込チラシ 受注証明書」

によれば，株式会社東急エージェンシーが，本件折込チラシ１を制作・印刷し，「２

０１５年（平成２７年）７月２２日（水）」に，「２１５，１７０部」を折込した内

容が記載されている。また，同社は，被告に対し，本件折込チラシ１の「請求書」

及び「請求明細書」を発行している（甲６９，甲７０）。さらに，甲７５ないし甲７

７の「チラシ折込確認書」，「折込配布証明」及び「折込証明書」によれば，上記日

付に，北海道新聞，読売新聞及び朝日新聞に本件折込チラシ１が折り込まれて配布

されたことが認められる。 

これらの日付は，本件要証期間内であるから，被告は，「ベガス」を本件要証期間
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内に使用したものと認めることができる。 

(2) 甲６０の折込チラシについて 

ア 甲６０は，被告の２０１５年（平成２７年）１月５日の苫小牧店の折込

チラシ（以下「本件折込チラシ２」という。）である。本件折込チラシ２の上部には，

「新台入替」，「パチンコ・スロット６機種／計３９台導入！！」という見出しの下，

４台のパチンコ台と２台のスロットマシンの写真とともに，「５日（月）あさ１０時

オープン」という記載がある。また，本件折込チラシ２の下部には，「ベガスベガス」

の文字のほか，「ＶＥＧＡＳ／ＶＥＧＡＳ」，「苫小牧店」，その住所及び連絡先の記

載がある。  

    イ 甲８０の「折込チラシ 受注証明書」によれば，株式会社東急エージェ

ンシーが，本件折込チラシ２を制作・印刷し，「２０１５年（平成２７年）１月５日

（月）」に，「２２９，８３５部」を折込したことが記載されている。また，同社は，

被告に対し，本件折込チラシ２の「請求書」及び「請求明細書」を発行している（甲

８１，甲８２）。さらに，甲８７ないし甲８９の「チラシ折込確認書」，「折込配布証

明」及び「折込証明書」によれば，上記日付に，北海道新聞，読売新聞及び朝日新

聞に本件折込チラシ２が折り込まれて配布されたことが認められる。  

これらの日付は，本件要証期間内であるから，被告は，「ベガス」を本件要証期間

内に使用したものと認めることができる。  

  (3) 以上によれば，被告は，本件要証期間内である平成２７年１月５日（ただ

し，審決は当該日付を平成２７年１月１５日であると認定するものの，明らかに同

月５日の誤記であると認められる。）及び同年７月２２日に「娯楽施設の提供」の範

ちゅうに含まれる「パチンコ・スロットマシンの提供」に係るチラシに，本件商標

と社会通念上同一と認められる商標を付して頒布したと推認することができる。そ

して，上記の使用行為は，商標法２条３項８号にいう「役務に関する広告に標章を

付して頒布する行為」に該当するものと認められる。 

そうすると，被告は，本件要証期間内に日本国内で本件指定役務について本件商
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標と社会通念上同一と認められる商標を使用していたことを証明したものと認めら

れる。  

したがって，本件商標に係る商標登録を取り消すことができない。 

 

第３ 原告主張の取消事由 

１ 取消事由１ 

審決は，本件指定役務の範ちゅうに含まれる「パチンコ・スロットマシンの提供」

に係る本件折込チラシ１につき，被告が本件商標と社会通念上同一と認められる商

標を付して頒布したと推認することができるとしている。 

しかしながら，本件折込チラシ１は，平成２７年７月２２日の営業が休みである

ことを「ベガスベガス発寒店」を利用している人に告知し，注意喚起するための店

休告知・案内文である。そのため，「ベガスベガス発寒店」の提供する役務内容は一

切記載されていない。 

 したがって，本件指定役務についての記載が一切なく，店休告知・案内文である

本件折込チラシ１が，「娯楽施設の提供」の範ちゅうに含まれる「パチンコ・スロッ

トマシンの提供」に係るチラシであると認定した審決の判断には誤りがある。 

２ 取消事由２ 

審決は，本件指定役務の範ちゅうに含まれる「パチンコ・スロットマシンの提供」

に係る本件折込チラシ２につき，被告が本件商標と社会通念上同一と認められる商

標を付して頒布したと推認することができると認定している。 

しかしながら，本件折込チラシ２には，本件商標（ベガス）は一切記載されてい

ない。 

したがって，本件折込チラシ２が本件商標と社会通念上同一と認められる商標の

付されているチラシであると認定した審決の判断には誤りがある。 

３ 取消事由３ 

審決は，本件折込チラシ１及び本件折込チラシ２を頒布した行為は，商標法２条
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３項８号にいう「役務に関する広告に標章を付して頒布する行為」に該当すると認

定している。 

しかしながら，商標法２条３項８号にいう「商品若しくは役務に関する」とは，

商品又は役務との具体的関係性があることを意味するものであり，本件折込チラシ

１は，役務内容が全く記載されていないのであるから，本件折込チラシ１に係る上

記の頒布行為は，「商品若しくは役務に関する」ものとはいえない。また，本件折込

チラシ２は，本件商標が記載されていないのであるから，本件折込チラシ２に係る

上記の頒布行為は，そもそも「標章を付して頒布する行為」とはいえない。 

したがって，上記各行為が商標法２条３項８号にいう「役務に関する広告に標章

を付して頒布する行為」に該当すると認定した審決の判断には誤りがある。 

４ 取消事由４ 

審決は，本件折込チラシ１に本件商標と社会通念上同一と認められる商標が付さ

れていると認定している。 

しかしながら，本件折込チラシ１に記載されている「ベガス発寒店ファンのお客

様へ」という部分は，まとまりよく配置され，全体の外観において極めて緊密な一

体性を有している。また，上記部分は，注意喚起文として認識されるのが自然であ

って，一連によどみなく称呼し得るものでもある。そのため，需要者が上記部分の

うち「ベガス」の文字部分（以下「本件文字部分」という。）のみを独立した商標と

して認識するのは，極めて不自然であるから，上記部分は，全体として一つであっ

て，一連一体として構成されたものと認められるべきである。このような場合には，

「ベガス発寒店ファンのお客様へ」の部分が本件商標と社会通念上同一のものであ

ると認めることはできない。 

したがって，本件折込チラシ１に本件商標と社会通念上同一と認められる商標が

付されていると認定した審決の判断には誤りがある。 

５ 取消事由５ 

審決は，本件折込チラシ１に記載されている「ベガス発寒店ファンのお客様へ」
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という部分のうち，本件文字部分（ベガス）が自他役務の識別標識としての機能を

果たし得ると認定している。 

しかしながら，本件折込チラシ１の下部には，登録商標であることを示すために

使用される○Ｒマークが付された「ベガスベガス®」のほか，「ＶＥＧＡＳ／ＶＥＧＡ

Ｓ」が大きく目立つように記載され，これらの文字以外に自他役務の識別標識とし

ての機能を果たし得るものは存在しない。また，前記４のとおり，「ベガス発寒店フ

ァンのお客様へ」は，全体として一つであって，一連一体として構成されたものと

いうほかない。そうすると，本件折込チラシ１では，○Ｒマークが付された「ベガス

ベガス®」又は「ＶＥＧＡＳ／ＶＥＧＡＳ」が自他役務識別標識としての機能を果た

し得る部分であるといえる。 

したがって，本件文字部分が自他役務の識別標識としての機能を果たし得ると認

定した審決の判断には誤りがある。 

 

第４ 被告の反論 

 １ 本件折込チラシ１についての取消事由に対する反論 

本件折込チラシ１に記載されている「ベガス発寒店ファンのお客様へ」という部

分のうち本件文字部分（ベガス）は，「ベガスベガス発寒店」の略称表示又は愛称表

示として解釈できるのであるから，本件折込チラシ１には本件商標と社会通念上同

一と認められる商標が付されたといえる。 

したがって，その他の点も含め，原告の主張は独自の見解をいうものであり，理

由がない。 

 ２ 本件折込チラシ２についての取消事由に対する反論 

 本件折込チラシ２は，専ら本件商標が対象とする指定役務の特定及び立証に寄与

するものである。これによれば，被告が本件要証期間内に本件指定役務（娯楽施設

の提供）に該当する「パチンコ・スロットマシンの提供」の営業をしていたことが

認められる。そして，本件折込チラシ１及びその他証拠をも併せ考慮すれば，本件
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折込チラシ２に，本件商標と社会通念上同一と認められる商標が付されて頒布され

たことが認められる。 

したがって，その他の点も含め，原告の主張は独自の見解をいうものであり，理

由がない。 

 

第５ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

 後掲各証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば，次の事実が認められる。 

  (1) 本件折込チラシ１について 

   ア 本件折込チラシ１は，被告が発注して株式会社東急エージェンシーが制

作及び印刷し，平成２７年７月２２日，北海道新聞等に折り込まれたものである（甲

６８，甲６９，甲７５ないし甲７７）。 

イ 本件折込チラシ１の表面には，上部において，下線を付して「ベガス発

寒店ファンのお客様へ」という見出しが付され，中央部には大きな文字で「本日２

２日水 店休させていただきます。」と記載されている。そして，その下には，「い

つもご愛顧誠にありがとうございます。ベガスベガス発寒店は，「店内改装」のため

本日２２日（水）は店休させていただきます。なお，明日以降のオープン時間は裏

面をご覧ください。皆様のご来店を心よりお待ちしております。」と記載され，更に

その右下に「ベガスベガス発寒店 店長・スタッフ一同」として作成名義人が記載

されている。さらに，本件折込チラシ１の下部には，登録商標であることを示す○Ｒ

マークが付された「ベガスベガス®」という文字が大きく記載され，その下には，

「ＶＥＧＡＳ ＶＥＧＡＳ」，「発寒店」，その住所及び連絡先の記載がある。その右

側には，発寒店の地図が記載され，同店舗の表示として「ベガスベガス発寒店」と

記載されている。（甲５８） 

ウ 本件折込チラシ１の裏面には，上部に「ベ ガ ス ベ ガ ス 発 寒 店」

という見出しが付され，中央部には，「営業時間変更のご案内」とした上，大きな文
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字で「２３日木１５：００開店 ２４日金１３：００開店」などと記載されている。

そして，その下には，「パチンコ」「８８０台」，「スロット」「６２０台」，「１５００

台」などと記載されている。さらに，本件折込チラシ１の裏面下部には，「VEGAS   

VEGAS HASSAMU」という文字が大きく記載されている。なお，本件折込チラシ

１の裏面には，「ベガス発寒店」という記載は認められない。（乙５５の１） 

  (2) 本件折込チラシ２について 

ア 本件折込チラシ２は，被告が発注して株式会社東急エージェンシーが制

作及び印刷し，平成２７年１月５日，北海道新聞等に折り込まれたものである（甲

８０，甲８１，甲８７ないし甲８９）。 

イ 本件折込チラシ２の表面には，上部に大きく「新台入替 パチンコ・ス

ロット６機種 計３９台導入！！」という見出しが付され，中央部には，４台のパ

チンコ台と２台のスロットマシンの写真とともに，「５日［月］あさ１０時オープン」

などと記載されている。そして，本件折込チラシ２の下部には，「ベガスベガス®」

という文字が大きく記載され，その右横には「ＶＥＧＡＳ ＶＥＧＡＳ 苫小牧店」

が，その下には苫小牧店の住所及び連絡先が，それぞれ記載されている。さらに，

その右側には，苫小牧店の地図が記載され，同店舗の表示として「ＶＥＧＡＳ Ｖ

ＥＧＡＳ ベガスベガス苫小牧店」と記載されている。なお，本件折込チラシ２の

表面には，「ベガス苫小牧」という記載は認められない。（甲６０） 

ウ 本件折込チラシ２の裏面には，上部に「ワクワクドキドキがたくさん！

もうご覧になりましたか？ パチンコ５７６台・スロット５２４台 計１１００

台！！」と記載され，中央部には，店内の模式図が大きく記載されている。そして，

本件折込チラシ２の裏面下部には，「パチンコ・パチスロは適度に楽しむ遊びです。」

などと記載されている。なお，本件折込チラシ２の裏面にも，「ベガス苫小牧店」と

いう記載は認められない。（甲６１） 

(3) 本件折込チラシ１及び本件折込チラシ２のほかには，被告が本件商標を使

用したことを裏付ける証拠は提出されていない。なお，本件商標（ベガス）と「ベ
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ガスベガス」又は「ＶＥＧＡＳ ＶＥＧＡＳ」という商標が類似するものではなく，

それぞれ商標として異なるものであることについては，当事者間に争いがない（弁

論の全趣旨）。 

２ 取消事由４及び５ 

(1) 上記認定事実によれば，本件折込チラシ１には，「ベガス発寒店ファンのお

客様へ」と記載されている部分が認められ，この部分には本件文字部分（ベガス）

が使用されており，本件文字部分は本件商標と同一のものと認められる。他方，本

件折込チラシ１の下部には，登録商標であることを示す○Ｒの文字を付した「ベガス

ベガス®」という文字が大きく付されているほか，「ＶＥＧＡＳ ＶＥＧＡＳ」，「ベ

ガスベガス発寒店」という文字も併せて記載されている。 

これらの事実関係によれば，本件折込チラシ１に接した需要者は，同チラシにお

いて，パチンコ，スロットマシンなどの娯楽施設の提供という役務に係る出所を示

す文字は，同チラシにおいて多用されている「ベガスベガス」又は「ＶＥＧＡＳ Ｖ

ＥＧＡＳ」であって，一箇所だけで用いられた本件文字部分は，店内改装のため一

時休業する店舗の名称を一部省略した略称を表示したものにすぎず，本件折込チラ

シ１に係る上記役務の出所自体を示すものではないと理解するのが自然である。 

そうすると，本件折込チラシ１に本件文字部分を付する行為は，本件商標につい

て商標法２条３項にいう「使用」をするものであると認めることはできない。 

したがって，本件文字部分が出所識別機能を果たし得るものと認定した上，本件

折込チラシ１に本件商標と社会通念上同一と認められる商標が付されていると認定

した審決の各判断には，いずれも誤りがあるから，取消事由４及び５は，理由があ

る。 

(2) これに対し，被告は，本件文字部分が「ベガスベガス発寒店」の略称表示

又は愛称表示として解釈できるのであるから，本件折込チラシ１には本件商標と社

会通念上同一と認められる商標が付されたといえるなどと主張する。 

しかしながら，被告が本件文字部分を「ベガスベガス」又は「ＶＥＧＡＳ ＶＥＧ
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ＡＳ」の略称表示であると認めるとおり，本件折込チラシ１に係る役務の出所を示

す表示は，多用された「ベガスベガス」又は「ＶＥＧＡＳ ＶＥＧＡＳ」の標章であ

ると認めるのが相当であるから，これらと異なる標章である本件文字部分が出所識

別機能を果たし得るとは認められない。かえって，「ベガス」という略称表示の使用

をもって，本件商標についての使用であると認めることは，実質的には商標として

は異なる略称表示に係る信用までを保護することを意味するから，商標法５０条１

項の不使用取消制度の趣旨に照らしても，相当ではない。のみならず，実質的にみ

ても，前記認定事実によれば，被告が「ベガス発寒店」という文字を使用したチラ

シは，同文字を一箇所でのみ使用した本件折込チラシ１のほかは一切提出されてい

ないのであるから，そもそも「ベガス発寒店」という文字に係る標章の信用を保護

すべき特段の事情もうかがわれず，被告の上記主張は，前記認定を左右するもので

はない。  

したがって，被告の主張は，採用することができない。 

３ 取消事由２ 

前記認定事実によれば，本件折込チラシ２には，本件折込チラシ１とは異なり，

そもそも「ベガス苫小牧店」という文字すら記載されていないことが認められる。 

したがって，本件折込チラシ２に本件商標と社会通念上同一と認められる商標が

付されていると認定した審決の判断には誤りがあるから，取消事由２は，理由があ

る。 

４ まとめ 

以上のとおり，取消事由２，４及び５は理由があるから，その余の点を判断する

までもなく，被告が本件要証期間内に本件指定役務について本件商標と社会通念上

同一と認められる商標を使用したとして，商標法５０条に基づき本件商標に係る商

標登録を取り消すことができないとした審決の判断には誤りがある。 

 

第６ 結論 
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以上によれば，取消事由２，４及び５は理由があり，その余の点について判断す

るまでもなく，原告の本訴請求は理由があるから，これを認容することとして，主

文のとおり判決する。 
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